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Abstract:

災害対策基本法が改正され，災害応急対策責任者は地理空間情報の活用に努めることが明記された．

災害情報システムは，被害・措置情報を一元管理し，意思決定を支援するためのシステムである．こ

の種のシステムは，これまで文字情報を主として扱うものが多く，地理空間情報の有効活用が課題であ

った．そこで，災害情報を地理空間情報として効果的に利活用するため，GIS を基盤とした災害情報シ

ステムを構築した．

本稿では，システムの主な機能を概説し，地方公共団体における東日本大震災時の活用事例などを通

じ，システムの効果や今後の課題について述べる．
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1．はじめに

平成７年 1 月 17 日に発生した阪神淡路大震災

をひとつの契機として，防災対策や災害対応にお

ける地理空間情報の有効性が指摘された．以降，

いくつかの重要な取り組みがなされた．被災者支

援システムや被災者生活再建支援システム，緊急

地図作成チーム（ＥＭＴ）による災害対応に必要

な主題図作成などである．特に，被災者生活再建

システムは復旧復興期の業務支援システムとし

て，中越地震，中越沖地震，東日本大震災などに

おいて活用効果が報告され，地方公共団体におい

て導入が進められている．

一方，災害時に関連情報を迅速に収集すること

は，的確な意思決定を支援する上で，もっとも大

切なことである．そのため，国や地方公共団体は，

これまでの防災行政無線システムに加え，被害情

報などを収集・管理する，いわゆる災害情報管理

システムの導入を加速させたのは周知のことで

ある．特に，東日本大震災以後，防災計画・対策

や，災害時の被害情報の収集・管理，意思決定支

援，復旧・復興をより効果的に図るため，防災，

災害業務のライフサイクルのあらゆる過程で地

理空間情報の有用性が再認識された．平成 25 年 6

月 21 日改正災害対策基本法が施工され，「災害応

急対策責任者は，（中略）情報の収集及び伝達に

当たっては地理空間情報（中略）の活用に努めな

ければならない．」と謳われ，地理空間情報のよ

り一層の効果的活用が求められている．

本稿では，東京２３特別区や市町村のような住

民と直接関係が深い地方公共団体（以降，基礎自

治体と称する）において，地理空間情報をより効

果的に利活用できるよう，GIS を基盤とした災害

情報システムについて，その機能や活用事例を紹
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介し，今後の課題について述べる．

2．これまでの災害情報システム

これまでの災害情報システムの多くは，被害情

報や措置情報などの災害情報を文字情報として

管理していた．必要に応じて住所情報を入力し，

その周辺の地図を表示した．もともと災害情報シ

ステムは都道府県を中心に導入されたため，域内

の基礎自治体から被害件数などを報告させ，集計，

情報共有，管理など災害対策に活用していた．こ

のような文字情報主体のシステムが徐々に基礎

自治体にも広がった．

基礎自治体は，住民の生命や財産を守るため，

災害時の迅速な意思決定と効率的な業務運用が

求められる．この目的を達成するために，地理空

間情報をより効果的に活用する必要がある．都道

府県は，域内の市区町村毎の被害状況を捉えるな

ど，どちらかといえばマクロ的に地理空間情報を

扱う．一方，基礎自治体は，どこで家屋が倒壊し

ているか，どこにどれくらい住民が避難している

かなど，よりミクロ的に地理空間情報の活用を図

らなければならない．この業務目的の違いは決定

的であり，都道府県向けの文字情報管理を中心と

した災害情報システムは，基礎自治体の要件を十

分に満たしたものではなく，改善の余地がある．

東京都特別区においても，これまでの文字中心

の災害情報システムから，基礎自治体に適したシ

ステムへの切替を検討している区が多数見られ

る．

3．基礎自治体に求められる災害情報システム

基礎自治体の防災，災害対応業務に求められる

災害情報システムとはどんなものか？これまで

都内数区をはじめ，基礎自治体向けの災害情報シ

ステム「防災 TUMSY」を構築してきた経験から得

られた災害情報システムの要件について以下に

述べたい．

① 地理空間情報の有効活用

災害時に基礎自治体に報告される情報の多く

は，地理空間情報である．多数の地理空間情報を

迅速・容易に入力，管理し活用できること．

② 多様な空間分析

地域ごとの条件検索，集計，個別情報の抽出，

経路探索，種々のシミュレーションなど地理空間

情報を分析できる多くの道具立てが用意されて

いること．

③ 事務処理系ソフトとの連携

災害情報システムは，主として災害時に活用す

るものである．逆に言えば，一般に平常時にはほ

とんど活用しない．本来は，平常時から訓練や防

災設備の管理などを通じ，システムの操作に慣れ，

災害時に備えることが大切である．こうした負担

を軽減するために，普段よく利用する事務処理系

のソフトと容易に情報連携できる仕組みを持っ

ていること．

④ 他の防災関連設備，システムとの連携

防災行政無線や防災カメラなどの防災関連設

備や職員参集システム，安否確認システムなど既

設のシステムと地理空間を介して情報連携でき

ること．

⑤ 高密度震度情報による被害予測

基礎自治体独自に震度観測地点を多数設置し

たり，被害予測システムを構築するのは基礎自治

体にとって負担の大きなことである．高密度に震

度情報が得られれば，災害時にいち早く，高い精

度で被害の予想される地域を推測することがで

きる．こうした高密度の震度情報の収集，表示が

できること．

⑥ 条件検索

被害・措置情報，防災設備，備蓄倉庫・物資，

避難所などについて,いろいろな状況で問合せ対

応に使用したり，意思決定のための参考情報を抽

出することができ，GIS のデータベースから条件

抽出した集計結果などの一覧情報は，文字情報と

して作成できること．



図- 1 集計結果例

図- 2 帰宅困難者への情報提供例

4．防災 TUMSY の概要

4．1．コンセプト

防災TUMSYは基礎自治体の災害対応業務などを

支援する目的で，GIS を基盤に構築した災害情報

システム（防災 GIS）である．防災 TUMSY は東京

ガス㈱の施設管理 GIS を基礎に，以下のコンセプ

トの下で開発した防災 GIS である．

①災害時はもちろんのこと，平常時から災害収

束後も活用できる防災 GIS であること．

②災害時に応援要員，ボランティアなど通常利

用しない方も容易にデータ入力でき，大量デ

ータを容易に入力できること．

③震災以外にも利活用できること．

4．2．システム構成

防災TUMSYは，防災GISが主たるものであるが，

防災ガイダンス，防災ファイリング，防災地図イ

ンターネット公開や，モバイルでのデータ収集な

ど様々なソフトウエアから構成されている．

防災GISは防災業務で利用できる様々な機能を

備えている．詳細については省略するが，以後の

活用事例において一部機能を紹介する．

5．基礎自治体における活用事例

5．1 平常時の活用

①防災施設・設備の管理

主に次の防災施設や設備の管理に利用され，

業務負担の軽減が図られた．

・避難所，備蓄倉庫，消火器等の管理で利用

・防災計画策定時の基礎資料として利用

②訓練における利用

災害対策本部事務局運営図上訓練や災害対

策本部会議運営訓練などの訓練において，訓

練シナリオの作成や状況付与のための情報

の作成などに利用され，訓練の高度化を図れ

た．

③住民への情報提供

防災 GIS で作成した防災施設・設備の住民へ

の情報提供が容易に行え，住民への防災知識

の啓蒙や住民サービスの向上を図れた．

5．2.災害時の利用

東日本大震災時，都区内では幸いにも大きな被

害は生じなかったが，導入基礎自治体では主とし

て以下の業務でシステムを活用した．

①自行政内の情報収集，状況把握・共有，状況

分析，意思決定，指示に利用

②上部組織への状況報告

③情報提供

住民への災害状況提供，帰宅困難者への到達



圏，経路情報提供

これにより，庁内での情報共有や情報の一元管

理を効率的に行えた．また，災害対策本部会議に

おいて，被害状況を地図により視覚的にわかりや

すく報告できた．

5．3.災害収束・復興時の利用

避難所運営管理，備蓄物資状況の把握，応急危

険度判定支援で利用し，業務の効率を高めること

ができた．

以上，主な活用事例とその効果について述べた．

防災 TUMSY は，震災だけでなく，風水害，不発

弾処理等，様々な種類の災害に応用が可能である．

6．おわりに

本稿では，基礎自治体の防災災害対応業務に適

した災害情報システムについて言及した．こうし

た業務では地理空間情報を有効活用するため，

GIS を基盤としたシステムの構築が有効であるこ

とを述べた．基礎自治体においても，GIS を基盤

とした災害情報システムの有用性が認識されつ

つあり，システムの導入が広がりつつある．

災害時にシステムの活用効果を挙げるために

も，今後は以下の課題に取り組んでいかなければ

ならない．

① 定期的に異動を繰り返す職員を操作に習熟

するよう継続的な操作教育を図る

② 平常時からの利活用を工夫する

③ 地域防災計画，職員行動マニュアル，災害対

策本部運営マニュアル等において，システム

の活用方法を具体的に位置づける

④ 被災情報の入力方法について職員の体制も

含め工夫する

（情報のトリアージ，入力アドバイザー）

⑤ OneAction

・様々な情報のデータベースへの容易な入力

・各情報提供系システムへの情報提供，情報

出力の対応

⑥ 既存システムとの連携

⑦ 広域連携，隣接自治体における情報連携
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